
（静岡中央銀行）
Ⅰ　中小企業金融の再生に向けた取組み
　２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防止のための体制整備強化並びに
実績公表

具体的な取組み

｢融資経営相談室｣を新設するなど、相談・再生支
援機能を早期に整備し取組んでいくことにより、取
引先からの相談等に対し、今まで以上に的確にア
ドバイスや支援できる体制を作る。

スケジュール

１５年度

・ ｢融資経営相談室｣を新設し ｢経営改善支援取組
み先｣を選定、経営改善支援を実施する。
・ 外部専門家との提携を検討する。
・体制整備状況や経営改善支援取組み先数、経営
改善による債務者区分のランクアップ先数等につ
いて公表する。

１６年度

・ ｢経営改善支援取組み先｣の見直しと追加選定。
・ 継続的に経営改善支援をする。
・ 引続き外部専門家との提携を検討する。
・ 体制整備状況や経営改善支援取組み先数、経
営改善による債務者区分のランクアップ先数等に
ついて公表する。

備考（計画の詳細）
・本部支店が連携を図り、訪問などにより経営内容
を把握するとともに、支援策を検討、経営改善支援
をおこなう。

進捗状況

（１）経営改善支援に関する
体制整備の状況

（経営改善支援の担当部署を含む）

１５年４月～１７年３月

・｢融資経営相談室」を新設（担当者３名、顧問1
名）。
・担当者は､経営改善・再生支援のスキル、ノウハウ
を習得するために外部研修等に参加。
・本部、支店の連携強化を図り訪問活動を実施。
・外部専門家との連携は、個人税理士と提携を結
び、更に民間経営コンサルティング会社とも包括的
な業務提携を締結。
・16年3月、地域中小企業の再生を目的として、静
岡中小企業支援ファンド“パートナー”の設立に出
資参加。同ファンド活用による早期事業再生の取
組みの強化を図る。
・企業再生などに係る政府系金融機関との連携を
強化するために、16年5月に商工中金、同6月に中
小企業金融公庫と業務協力の覚書を締結。
・静岡県中小企業再生支援協議会、静岡中小企業
支援ファンドに案件を持ち込み連携体制を強化。さ
らに当協議会、ファンドを通じ、公認会計士、不動
産鑑定士、中小企業診断士等の外部専門家との
ネットワークも構築出来た。

１６年１０月～１７年３月

・静岡県中小企業再生支援協議会、静岡中小企業
支援ファンドに案件を持ち込み連携体制を強化。さ
らに当協議会、ファンドを通じ、公認会計士、不動
産鑑定士、中小企業診断士等の外部専門家との
ネットワークも構築出来た。



（２）経営改善支援の取組み状況
（注）

１５年４月～１７年３月

・経営改善再生支援対象先を15年上期89社、15年
下期75社、16年上、下期には選定基準を制定し53
社、計133社（ダブりを除く）を選定し、現状の把握と
課題問題点の抽出を実施。課題問題点について
は取引先と共有化を図り助言指導を行い改善策を
策定。
・企業再生が重要かつ困難な先については、再生
支援ファンド、再生支援協議会、専門家派遣制度
など外部支援機関の活用を図り、合せて知識ノウ
ハウの習得蓄積を行っている。
・静岡中小企業再生支援協議会に相談案件を３件
（内１件はファンド案件）持込み、２件については二
次対応による支援チームにて、実現可能性の高い
経営改善計画の策定完了。さらに計画のモニタリン
グを実施する。
・地域産業支援並びに雇用の確保の社会的意義も
踏まえ静岡中小企業支援ファンドを活用（同ファン
ド３号案件）し、過剰債務解消による早期事業再生
を図った。
・上記取組みを行うことにより、抜本的な経営改善
計画の策定がなされ、従業員に対しても周知させ、
問題の共有化により全社一丸となった経営改善へ
の取組みが見られる。月１回の経営会議へ参加す
ることにより、モニタリング体制も構築出来ている。
・取引先との問題意識の共有化の継続、更に経営
者をどのように意識改革させるかが課題であり、そ
れについては外部支援機関、専門家の活用によ
り、経営者の経営改善に対する飛躍的な意識の向
上が図られるため継続的な取組みを実施し効率的
な運用を行っていく。

１６年１０月～１７年３月

・静岡中小企業再生支援協議会に相談案件を３件
（内１件はファンド案件）持込み、２件については二
次対応による支援チームにて、実現可能性の高い
経営改善計画の策定完了。さらに計画のモニタリン
グを実施する。
・地域産業支援並びに雇用の確保の社会的意義も
踏まえ静岡中小企業支援ファンドを活用（同ファン
ド３号案件）し、過剰債務解消による早期事業再生
を図った。

（注）下記の項目を含む
・経営改善支援について、どのような取組み方針を策定しているか。
・同方針に従い、具体的にどのような活動を行ったか。
・こうした取組みにより支援先にどのような改善がみられたか。
・計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題（借手の中小企業サイドの課題を含む）
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